
JP 6286865 B2 2018.3.7

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、炭素繊維の繊維長が３～２０ｍｍのピッチ系炭素繊維及び合成樹脂を混合
し、当該混合物を熱間プレス成形した後、熱処理により炭化した成形体に溶融シリコンを
含浸・加熱して作製する炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料からなる耐摩耗部材の製造方法
において、
　炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料中の前記炭素繊維の含有量が３０～７０体積％であり
、
　熱間プレス成形面の法線方向と０～４５°の角度をなす面が摩擦面となるように製造す
ることを特徴とする耐摩耗部材の製造方法。
【請求項２】
　少なくとも２つ以上の前記炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料を熱間プレス成形面で接合
して積層体とすることを特徴とする請求項１に記載の耐摩耗部材の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐摩耗部材に関する。特に、耐摩耗性に優れる炭素繊維強化複合材料に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
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　炭素繊維強化複合材料は、炭素繊維強化プラスチック材料（ＣＦＲＰ）、炭素繊維強化
炭素材料（Ｃ／Ｃコンポジット）などがあり、摩耗部材としてはＣ／Ｃコンポジットが航
空機や自動車のブレーキディスク、ブレーキパッド等で実用化されている。Ｃ／Ｃコンポ
ジットは、軽量かつ化学的安定性に優れるが、マトリックスも炭素で構成されているため
、潤滑性に優れるものの硬度が低いため、使用条件が過酷な条件での耐摩耗性や高温での
耐酸化性などに問題があった。
【０００３】
　耐摩耗性を改善した材料としては、マトリックスをセラミックスにした炭素繊維強化複
合材料としては、炭素繊維強化炭化ケイ素材料などがあり、マトリックスの硬度が高いた
め、より耐摩耗性に優れた材料を得ることができる。炭素繊維強化炭化ケイ素材料は、セ
ラミックスの中でも高硬度の炭化ケイ素をマトリックスとしているため、耐摩耗性は優れ
た材料を得ることが可能である。しかしながら、炭素繊維強化炭化ケイ素材料は、炭素繊
維成形体にＣＶＩなどの方法でＳｉＣを含浸させるなど、高価な製造方法が用いられるた
め、材料が非常に高コストとなる問題があった。
【０００４】
　近年、反応焼結を利用し、炭素繊維強化炭素材料に溶融シリコンを含浸させ、マトリッ
クスの炭素とケイ素の反応により炭化ケイ素を生成させる方法により、低コストで炭素繊
維強化炭化ケイ素材料を製造する技術が特許文献１などで開示されている。
【０００５】
　この方法により炭素繊維強化炭化ケイ素材料を得る方法としては、炭素繊維と熱硬化性
樹脂であるフェノール樹脂等を原料として炭素繊維強化炭化ケイ素材料を作製する方法が
ある。この場合、炭素繊維と樹脂を混合したものを加熱しながらプレス成形する方法が一
般的であるため、プレス軸に対して垂直に炭素繊維が配向したＣＦＲＰの成形体が得られ
る。この方法で得られた成形体を炭化処理し、シリコン含浸により得られる炭素繊維強化
炭化ケイ素材料は、成形時の炭素繊維の配向が残るため、プレス面と平行に炭素繊維が二
次元的に配向した材料が得られる。このような材料を耐摩耗部材として使用する場合、プ
レス面を摩擦面で用いられるのが一般的であるが、炭素繊維が繊維長方向に配向しており
、炭素繊維部分が摩耗し易い欠点があった。
【０００６】
　一方、炭素繊維の配向を利用して材料の特性を改善する試みとしては、特許文献２に１
方向に炭素繊維を配向させた材料により、一方向に曲げ強度や曲げ弾性率が高い材料を得
る技術が開示されている。しかしながら、このような１方向に繊維が配向した材料を得る
ためには、炭素繊維を一方向に揃えたシートを作製し、これを積層する必要があり、手間
がかかるため、製造にコストがかかる問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許４２２６１００号公報
【特許文献２】特開２０１１－１６８４１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従来、炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料は、炭素繊維部分が摩耗し易いという問題があ
った。
　本発明の目的は、耐摩耗性に優れた炭素繊維強化複合材料を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の要旨は、以下の通りである。
（１）少なくとも、炭素繊維の繊維長が３～２０ｍｍのピッチ系炭素繊維及び合成樹脂を
混合し、当該混合物を熱間プレス成形した後、熱処理により炭化した成形体に溶融シリコ
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ンを含浸・加熱して作製する炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料からなる耐摩耗部材の製造
方法において、
　炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料中の前記炭素繊維の含有量が３０～７０体積％であり
、
　熱間プレス成形面の法線方向と０～４５°の角度をなす面が摩擦面となるように製造す
ることを特徴とする耐摩耗部材の製造方法。
（２）少なくとも２つ以上の前記炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料を熱間プレス成形面で
接合して積層体とすることを特徴とする（１）に記載の耐摩耗部材の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料は、高い耐摩耗性を有るとともに高い耐衝撃
性を得ることができ、耐摩耗部材として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】熱間プレス成形面に対する摩擦面を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明者らは、炭素繊維及び合成樹脂を含む混合物を熱間プレス成形した後、熱処理に
より炭化した成形体に溶融シリコンを含浸して二次元配向させた炭素繊維強化炭化ケイ素
複合材料において、繊維配向面と摩擦面の角度を制御することにより、耐摩耗性が著しく
改善できることを新らたに見出した。
【００１３】
　炭素繊維及び合成樹脂を含む混合物を熱間プレス成形した後、熱処理により炭化した成
形体に溶融シリコンを含浸・加熱して作製する炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料を耐摩耗
部材として用いる場合、熱間プレス成形面は繊維が長さ方向に二次元配向した面となって
おり、強度があるため、摩擦面として用いる構造にするのが一般的である。耐摩耗部材に
用いる炭素繊維は、結晶化度を高くした炭素繊維の方が耐摩耗性に優れるため、ピッチ系
炭素繊維を熱処理によりグラファイト化した炭素繊維を用いることが望ましい。しかしな
がら、グラファイト化した炭素繊維は、繊維の長手方向がグラファイト結晶のＣ軸方向と
なっているため、繊維の長手方向の結晶面は弱いファンデルワールス力で結合しており、
結晶の層が剥離しやすい構造となっている。このため、炭素繊維を長さ方向に二次元配向
した熱間プレス成形面は耐摩耗性に劣る。
【００１４】
　一方、炭素繊維のＣ軸方向の面内の結合は強固な共有結合であるため、繊維の断面はこ
のような剥離が起きにくく、摩耗に対して強い面となっている。このため、炭素繊維強化
炭化ケイ素複合材料では、炭素繊維の断面が多く露出している面の方が、炭素繊維の長さ
方向が多く露出した面よりも摩耗し難くなる。すなわち、熱間プレス成形で炭素繊維を二
次元配向させた炭素繊維強化材料では、繊維が配向した面（プレス成形面）に比べて、プ
レス成形面の法線方向が耐摩耗性に優れる。これを利用することで、耐摩耗性に優れた炭
素繊維強化炭化ケイ素複合材料の部材を作ることが可能となる。
【００１５】
　しかしながら、前述したように炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料では、繊維が長さ方向
に配向した面の方が大面積の面を得ることが容易であるが、繊維配向の垂直面が大面積に
なるように部材を作製することは困難である。これを解決する手段として、以下の方法を
用いることにより、耐摩耗性に優れた炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料による部材を実現
することが可能となる。
【００１６】
　炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料を作製する方法として、炭素繊維を炭素源となる炭素
含有原料と混合、成形し、熱処理により炭素含有原料を炭化した後、これに溶融シリコン
を含浸・加熱して、炭化した炭素分とシリコンを反応させて炭化ケイ素を生成させる方法
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を用いる。
【００１７】
　炭素源となる炭素含有原料として、フェノール樹脂等の熱硬化性樹脂、エポキシ樹脂等
の熱可塑性樹脂、ピッチ等を用いることができる。特に熱硬化性樹脂であるフェノール樹
脂を用いる場合、樹脂と炭素繊維を混合し、加熱しながらプレスする熱間プレス成形する
ことで容易に成形体を得ることができる。この際、フェノール樹脂は一旦溶融した後、硬
化するが、樹脂が一旦溶融することで、樹脂中の炭素繊維が自由に移動できるために、プ
レス軸と垂直方向に二次元で炭素繊維が配向した成形体を得ることが可能である。また、
フェノール樹脂は、熱処理により炭素分が５０％以上残る高い残炭率を有することから、
炭素繊維の周囲を十分な量の炭素で被覆することができる。シリコン含浸・加熱した際に
炭素繊維がシリコンと反応して炭化ケイ素を生成して、炭素繊維自体が損耗してしまうの
を抑制する効果が高いことから、炭素含有原料としてフェノール樹脂を用いることが望ま
しい。
【００１８】
　炭素繊維には、繊維束状の短繊維を用いることが望ましい。炭素繊維単体は径が数μm
～十数μmと細いため、一本一本の繊維が分散した状態よりも、束状の繊維を用いた方が
配向による耐摩耗性向上の効果を得ることができ、材料の靭性を向上し、割れにくくする
強化効果を得るためにも有効である。
【００１９】
　また、短繊維を用いることによりプレス過程で繊維が配向し易い利点がある。用いる繊
維束の本数は、１０００～１００００本であることが望ましい。繊維束が１０００本より
少ない場合、繊維が破断しやすいため、炭素繊維による十分な強化効果を得ることができ
ない。１００００本を超える繊維束の場合、繊維束のサイズが大きくなりすぎるため、マ
トリックスと結合していない繊維束内部の繊維が摩耗の際に脱落しやすいため、耐摩耗性
の高い材料を得ることができない。
【００２０】
　繊維長が３～２０ｍｍの長さの炭素繊維を用いることが望ましい。３ｍｍより短い繊維
では、プレス成形の際に繊維が配向しにくいため、高い耐摩耗性を発揮するために必要な
繊維の配向した材料を得ることが困難である。繊維束が２０ｍｍ以上の繊維を用いると、
プレス成形の際に繊維束が重なった部分で繊維が変形するなどして、配向性の高い材料を
得ることが困難となる。このため、炭素繊維は繊維長が３～２０ｍｍのものを用いること
が望ましい。
【００２１】
　また、用いる炭素繊維としては、ＰＡＮ系およびピッチ系の炭素繊維を用いることがで
きる。特にピッチ系炭素繊維は、繊維の剛性が高く、耐摩耗性に優れることから、ピッチ
系炭素繊維を用いることが望ましい。より耐摩耗性を高めるためには、ピッチ系炭素繊維
を２０００°以上の温度で熱処理し、グラファイト化率を高めた炭素繊維を用いることが
更に望ましい。
【００２２】
　炭素繊維の含有量は、得られる材料の３０～７０体積％となるようにすることが望まし
い。３０体積％より少ない場合、繊維による強化の効果が得られず、耐摩耗性に優れた材
料を得ることができない。７０体積％より多い場合、マトリックスに対する繊維の量が多
くなるため、成形することが困難となるため、望ましくない。
【００２３】
　炭素繊維を配向させた成形体は、熱処理することにより、繊維の配向を保ったまま、炭
素繊維－炭素複合材料を得ることができる。この炭化処理と呼ばれる熱処理することによ
り炭素含有原料を分解させて炭素に変換する。炭素含有原料が完全に分解していない場合
、シリコンを含浸する際、分解成分が揮発したりすることで、溶融シリコンの浸透を阻害
して、健全な材料を得ることができなくなるため、炭素含有原料を完全に分解して炭素化
することが望ましい。炭化処理は、６００～２０００℃で行うことが望ましい。６００℃
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より低い温度では、炭素含有原料が完全に分解しない可能性があるため望ましくない。ま
た、２０００℃より高い温度で処理した場合、炭素がグラファイト化し、シリコンと反応
して炭化ケイ素を生成する反応が進みにくくなるため、２０００℃以下の温度で熱処理す
ることが望ましい。また、炭化処理は、酸化雰囲気中で行った場合、炭素含有原料および
炭素繊維の酸化、燃焼による損耗が起こるため、アルゴン等の不活性ガス雰囲気中あるい
は真空中で行うことが望ましい。
【００２４】
　更に、シリコンの融点以上の温度で溶融シリコンを炭素繊維－炭素複合材料に含浸・加
熱することで、炭素とシリコンが反応して炭化ケイ素を生成し、炭素繊維が配向した炭素
繊維強化炭化ケイ素複合材料を得ることができる。この含浸・加熱処理は、シリコンの融
点以上の温度で行うが、炭素分の酸化が起こらないように、アルゴン等の不活性ガス雰囲
気中あるいは真空中で行うことが望ましい。特に、成形体の細部までシリコンを浸透させ
るためには、真空中で処理を行うことが最も望ましい。
【００２５】
　このようにして得られた材料を耐摩耗部材として用いる場合、炭素繊維の二次元配向面
である熱間プレス成形面の法線方向と０～４５°の角度をなす面が摩擦面となるように部
材を加工することで、耐摩耗性に優れた部材として使用することが可能である。熱間プレ
ス成形面の法線方向に対して４５°より大きい角度の面が摩擦面になるように加工した場
合、炭素繊維は結合の弱いＣ軸方向の結晶面で剥離が起こりやすくなるため、耐摩耗性に
優れた材料を得ることができない。一方、熱間プレス成形面の法線方向に対して０～４５
°の角度の面が摩擦面になるように加工することにより、炭素繊維のＣ軸方向が摩擦面に
対して高い角度で接触する構造となるため、Ｃ軸方向での炭素の結晶面での剥離が起こり
にくくなり、耐摩耗性の高い材料を得ることができる。また、炭素繊維は二次元配向面の
ランダムに配向しているため、熱間プレス成形面の法線方向に対して０°の角度になるよ
うに摩擦面を加工することで最も耐摩耗性に優れた耐摩耗部材を得ることが可能となる。
【００２６】
　熱間プレス成形により成形する方法では、プレス面が大面積のものを得ることが容易で
あるが、熱間プレス成形面の法線方向と０°の角度をなす面、すなわちプレス成形体の厚
み方向で大面積のもの得ることは困難である。同様に熱間プレス成形面の法線方向と０～
４５°の角度をなす面で大面積の部材を１つの素材から作製するのは困難であるため、素
材を接合などにより組合せ加工して使用することが可能である。
【００２７】
　素材を接合などにより組合せ加工する方法としては、炭素繊維強化複合材料を熱間プレ
ス成形面で接合した積層体を作成することができる。接合による組合せ加工をする場合の
接合方法としてシリコンや金属ロウ材などを接合剤として用いることが可能である。金属
ロウ材としては、Ａｇ－Ｃｕ、Ａｇ－Ｃｕ－Ｔｉ等の銀ロウなどを用いることができる。
　接合による組合せ加工する素材は、シリコン含浸後の素材を熱間プレス成形面の法線方
向と０～４５°の角度をなす面が摩擦面となるように、複数の素材を接合する方法を採る
ことができる。また、シリコン含浸前の炭素繊維強化炭素材料の素材を所望の構造に配置
し、シリコン含浸と同時に接合する方法も可能である。
【００２８】
　図１は、熱間プレス成形面に対する摩擦面を説明する図である。（Ａ）は、炭素繊維強
化複合材料を熱間プレス成型した成型面２の積層体１を示す。炭素繊維の繊維束５は、成
型面２に平行して配向する。熱間プレス成型面の法線方向に対して０°の面３を摩擦面と
することができる。（Ｂ）は、熱間プレス成型面の法線方向に対して４５°の面４を摩擦
面とした場合である。
　プレス軸の法線方向に対して０～４５°の角度をなす面が摩擦面となる摩耗部材を得る
ことが可能である。
【実施例】
【００２９】



(6) JP 6286865 B2 2018.3.7

10

20

30

40

50

　以下に、本発明の実施例および比較例を示す。
（実施例１）－表１参照
　残炭率５９％の粉末状フェノール樹脂と繊維束６０００本、繊維長６ｍｍのピッチ系炭
素繊維（弾性率６２０ＧＰａ）を表１の配合で混合し、５０×５０×２０ｍｍに１６０℃
で熱間プレス成形した成形体を作製した。得られた成形体をアルゴン中１０００℃で熱処
理し、フェノール樹脂を炭化した後、真空中１６００℃でシリコンを含浸・加熱して炭素
繊維強化炭化ケイ素複合材料を作製した。得られた材料の密度をアルキメデス法により測
定した。
【００３０】
　また、得られたサンプルから１０×１０×１０ｍｍサイズの高温摩耗試験用試験片を切
り出し、加工した。試験片は、繊維束が２次元平面方向に配向している熱間プレス成形の
プレス面の法線方向と０°の角度をなす面（切り出し角度０°）が摩耗試験の摩擦面にな
るように切り出し加工したものを切り出し角度０°とし、プレス面の法線方向に対して３
０°、４５°、６０°の角度の面が摩擦面になるように切り出し加工したサンプルおよび
プレス面の法線方向に対して垂直な面が摩擦面になるように切り出し加工したサンプル（
切り出し角度９０°）を作製した。高温摩耗試験は、８００℃に加熱したＳ４５Ｃ（φ１
００×１５ｍｍ）のディスクを１０００ｒｐｍで回転させ、切り出し加工したサンプルの
１０×１０ｍｍ面を４９０Ｎの押し力で１０ｍｉｎ間押し付けて試験し、摩擦係数、摩耗
量を測定した。
【００３１】
　その結果、本発明によるものは、摩擦係数が０．２以下と優れた摩擦特性を示すととも
に、比摩耗量が２．４×１０－５ｍｍ３／Ｎｍ以下と優れた耐摩耗性を示した。これに対
して比較例である本発明の範囲外の角度で切り出したものは摩擦係数が０．２４以上と高
く、比摩耗量も３．９×１０－５ｍｍ３／Ｎｍ以上となり摩耗量が多い結果であった。
【００３２】
【表１】

【００３３】
（実施例２）－表２参照
　繊維束６０００本の短繊維の炭素繊維を用い、炭素繊維の含有量および炭素繊維の長さ
の異なる炭素繊維強化炭化ケイ素複合材料を実施例１と同様の方法で作製した。
得られた材料の密度をアルキメデス法により測定した。試験片は、繊維束が２次元平面方
向に配向している熱間プレス成形のプレス面の法線方向と０°の角度をなす面（切り出し
角度０°）が摩耗試験の摩擦面になるように切り出し加工したものを作製し、実施例１と
同様の条件で高温摩耗試験を実施し、摩擦係数、摩耗量を測定した。
その結果、繊維長３～２０ｍｍの炭素繊維を用いたものは、摩擦係数が０．２１以下で比
摩耗量が２．８×１０－５ｍｍ３／Ｎｍ以下と優れた摩耗特性を示した。また、６ｍｍの
炭素繊維で炭素繊維の添加量を変えた場合、３０～７０体積％の炭素繊維添加量で比摩耗
量も２．９×１０－５ｍｍ３／Ｎｍ以下となり優れた摩耗特性を示した。
【００３４】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００３５】
　耐摩耗性に優れた炭素繊維強化複合材料として利用することができる。
【符号の説明】
【００３６】
　１…積層体、２…熱間プレス成型した成型面、３…熱間プレス成型面の法線方向に対し
て０°の面、４…熱間プレス成型面の法線方向に対して４５°の面、５…炭素繊維の繊維
束。
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